
経理情報●2015.5.10・20（No.1413） 4

会
　
　
計

「
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
適
用
レ
ポ
ー
ト
」に
つ

い
て
意
見
交
換
─
企
業
会
計
審
議
会
会
計
部
会

会
　
　
計

３
月
Ａ
Ｓ
Ａ
Ｆ
会
議
の
概
要
、報

告
─
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
、Ａ
Ｓ
Ａ
Ｆ
対
応
専
門
委

会
　
　
計

適
用
指
針
案
適
用
に
関
す
る
取

扱
い
等
、引
き
続
き
検
討

─
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
、税
効
果
会
計
専
門
委

去
る
４
月
15
日
、
企
業
会
計
審
議

会
は
、
第
２
回
会
計
部
会（
部
会
長
：

安
藤
英
義
・
専
修
大
学
大
学
院
教

授
）を
開
催
し
た
。
今
回
は
主
と
し

て
、
金
融
庁
よ
り
同
日
付
け
で
公
表

さ
れ
た「
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
適
用
レ
ポ
ー
ト
」

（
以
下
、「
レ
ポ
ー
ト
」と
い
う
）に
つ

い
て
、
意
見
交
換
が
行
わ
れ
た
。

レ
ポ
ー
ト
は
、
２
０
１
４
年
６
月

24
日
に
閣
議
決
定
さ
れ
た「『
日
本
再

興
戦
略
』改
訂
２
０
１
４
」に
お
い
て
、

成
長
戦
略
の
一
環
と
し
て
公
表
が
決

定
さ
れ
た
も
の
で
あ
り
、
２
０
１
５

年
２
月
28
日
ま
で
に
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
を
任

意
適
用
し
た
企
業（
40
社
）お
よ
び
任

意
適
用
の
予
定
を
公
表
し
た
企
業

（
29
社
）の
計
69
社
を
対
象
に
Ｉ
Ｆ
Ｒ

Ｓ
移
行
時
の
課
題
克
服
の
し
か
た

や
、
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
移
行
の
メ
リ
ッ
ト
な

ど
に
つ
い
て
実
態
調
査
・
ヒ
ア
リ
ン

グ
を
実
施
し
、
取
り
ま
と
め
た
も
の

で
あ
る（
回
答
企
業
社
数
：
65
社
）。

レ
ポ
ー
ト
で
は
、
今
後
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ

導
入
を
検
討
し
て
い
る
企
業
に
関
連

し
て
、
大
き
く
次
の
４
点
が
ポ
イ
ン

ト
と
し
て
挙
げ
ら
れ
て
い
る
。

①　

Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
導
入
の
最
大
の
メ

リ
ッ
ト
と
し
て
、「
経
営
管
理
へ
の

寄
与（
経
営
管
理
の
高
度
化
）」を
挙

げ
て
い
る
企
業
が
多
い
こ
と

②　
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
導
入
の
コ
ス
ト
は
、各

企
業
の
規
模
・
導
入
目
的
に
よ
っ

て
ま
ち
ま
ち
で
あ
り
、
多
様
性
が
あ

る
こ
と

③　
会
計
人
材
の
裾
野
の
拡
大

④　
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
へ
の
移
行
プ
ロ
セ
ス

に
あ
た
り
、
他
社
と
の
連
携
や
他
社

事
例
の
分
析
を
活
用
す
る
こ
と

こ
れ
に
対
し
、
委
員
か
ら
は「
当

初
、
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
導
入
の
最
大
の
メ

リ
ッ
ト
は
、
財
務
情
報
の
比
較
可
能

性
の
向
上
に
あ
る
と
考
え
ら
れ
て
い

た
が
、
実
際
は
企
業
自
身
の
経
営
管

理
の
向
上
と
い
う
意
見
が
多
か
っ
た

こ
と
に
、
い
い
意
味
で
驚
い
た
」、

「
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
任
意
適
用
の
拡
大
に
つ

な
が
る
意
義
が
あ
り
、
回
答
率
も
高

い
の
で
今
後
も
継
続
し
て
ほ
し
い
」

な
ど
の
レ
ポ
ー
ト
に
対
す
る
ポ
ジ

テ
ィ
ブ
な
声
が
複
数
聞
か
れ
た
。
レ

ポ
ー
ト
は
、
金
融
庁
Ｈ
Ｐ
に
て
閲
覧

で
き
る（http://w

w
w
.fsa.go.jp/

new
s/26/sonota/20150415-1.

htm
l

）。
そ
の
他
、
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
の
小
野
委
員

長
よ
り
収
益
認
識
専
門
委
員
会
を
再

開
し
、
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
15
号「
顧
客
と
の

契
約
か
ら
生
じ
る
収
益
」を
踏
ま
え

た
わ
が
国
の
収
益
認
識
基
準
の
開
発

を
開
始
す
る
こ
と
が
報
告
さ
れ
た
。

去
る
４
月
21
日
、
企
業
会
計
基
準

委
員
会
は
第
19
回
税
効
果
会
計
専
門

委
員
会
を
開
催
し
た
。

主
な
審
議
事
項
は
次
の
と
お
り
。

開
示
に
関
す
る
論
点

事
務
局
は
、
前
回
ま
で
に
審
議
が

行
わ
れ
て
い
る
公
開
草
案
へ
の
注
記

事
項
の
追
加
に
つ
い
て
、
再
検
討
を

し
た
結
果
、
日
本
公
認
会
計
士
協
会

の
税
効
果
会
計
に
関
連
す
る
他
の
実

務
指
針
の
移
管
に
係
る
審
議
を
行
う

際
に
税
効
果
会
計
に
関
す
る
注
記
事

項
の
見
直
し
を
行
う
こ
と（
繰
延
税

金
資
産
の
回
収
可
能
性
に
関
す
る
注

記
事
項
の
み
の
公
表
は
し
な
い
こ

と
）で
ど
う
か
と
提
案
し
た
。

事
務
局
提
案
の
理
由
の
１
つ
に
、

「
財
務
諸
表
作
成
に
係
る
全
体
的
な

コ
ス
ト
が
ど
の
程
度
追
加
と
な
る
か

を
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
」と
あ
り
、

専
門
委
員
か
ら
は
、「「
全
体
的
な
コ

ス
ト
」の
意
味
が
わ
か
り
づ
ら
い
」と

い
う
意
見
が
複
数
聞
か
れ
た
。

適
用
指
針
案
適
用
に
関
す
る
取
扱
い

前
回
ま
で
に
事
務
局
は
、
現
行
の

66
号
報
告
の
会
計
処
理
か
ら「
繰
延

税
金
資
産
の
回
収
可
能
性
に
関
す
る

適
用
指
針（
案
）」（「
適
用
指
針
案
」）

に
従
っ
た
会
計
処
理
へ
の
変
更
は
、

会
計
方
針
の
変
更
に
該
当
す
る
も
の

と
し
て
取
り
扱
う
と
提
案
し
て
い

る
。
こ
れ
に
対
し
、
①
会
計
方
針
の

変
更
に
該
当
す
る
た
め
影
響
額
は
利

益
剰
余
金
に
加
減
す
べ
き
、
②
適
用

指
針
案
の
適
用
に
よ
る
影
響
額
は
損

益
に
計
上
す
べ
き
と
の
２
つ
の
意
見

が
聞
か
れ
て
い
る
。
こ
の
点
、
事
務

局
は
、
①
に
対
す
る「
66
号
報
告
の

５
つ
の
分
類
は
例
示
区
分
に
す
ぎ
ず
、

適
用
指
針
案
に
よ
る
会
計
処
理
の
う

ち
、
ど
こ
ま
で
が
66
号
報
告
で
認
め

ら
れ
て
い
た
も
の
か
の
判
断
が
困
難

な
可
能
性
が
あ
る
」と
の
反
対
理
由

を
検
討
し
得
る
と
考
え
、
そ
も
そ
も

当
該
会
計
処
理
の
変
更
が
会
計
方
針

の
変
更
に
当
た
る
か
ど
う
か
に
つ

き
、代
替
案
を
想
定
し
再
検
討
し
た
。

結
局
、代
替
案
に
も
課
題
が
あ
り
、

事
務
局
は
当
初
案
ど
お
り
の
会
計
方

針
の
変
更
と
し
て
取
り
扱
う
こ
と
を

提
案
し
た
。
同
時
に
、
専
門
委
員
か

ら
の「
影
響
額
を
損
益
に
計
上
し
な

い
こ
と
は
実
態
を
表
さ
な
い
」と
の

強
い
意
見
も
踏
ま
え
、
コ
メ
ン
ト
募

集
で
意
見
聴
取
す
る
こ
と
を
提
案
し

た
。

去
る
４
月
22
日
、
企
業
会
計
基
準

委
員
会
は
第
24
回
Ａ
Ｓ
Ａ
Ｆ
対
応
専

門
委
員
会
を
開
催
し
た
。

主
な
審
議
事
項
は
次
の
と
お
り
。

２
０
１
５
年
３
月
Ａ
Ｓ
Ａ
Ｆ
会
議

の
報
告

⑴　
概
念
フ
レ
ー
ム
ワ
ー
ク

今
年
５
月
に
公
開
草
案
公
表
予

定
の「
財
務
報
告
に
関
す
る
概
念
フ

レ
ー
ム
ワ
ー
ク
」に
お
け
る
測
定
基

礎
に
つ
い
て
意
見
が
求
め
ら
れ
て
い

た
。
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
は
、
測
定
に
あ
た
っ

て
イ
ン
プ
ッ
ト
を
更
新
す
る
か
、
お

よ
び
資
産
ま
た
は
負
債
を
測
定
す
る

際
に
市
場
参
加
者
の
仮
定
ま
た
は
企

業
固
有
の
仮
定
の
ど
ち
ら
を
採
用
す

る
か
に
基
づ
い
て
測
定
基
礎
を
分
類

す
る
ア
プ
ロ
ー
チ
を
提
案
す
る
ペ
ー

パ
ー
を
提
出
し
た
。
こ
の
提
案
に
賛

同
す
る
声
も
聞
か
れ
た
が
、
Ｉ
Ａ
Ｓ

Ｂ
の
理
事
か
ら
は「
分
類
に
新
し
い

用
語
を
導
入
す
る
と
混
乱
が
生
じ
る

た
め
、
一
般
的
な
用
語
を
使
用
す
べ

き
」と
否
定
的
な
意
見
が
聞
か
れ
た
。

⑵　
リ
ー
ス

Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ
は
、Ｉ
Ａ
Ｓ
17
号「
リ
ー

ス
」の
改
訂
に
向
け
た
審
議
を
Ｆ
Ａ

Ｓ
Ｂ
と
共
同
で
行
っ
て
き
た
。
こ
の

改
訂
に
あ
た
っ
て
の
影
響
度
分
析
の

内
容
に
つ
い
て
議
論
が
な
さ
れ
た
。
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フラッシュ

さ
れ
る
こ
と
は
少
な
く
、
会
社
法
の

附
属
明
細
書
で
の
引
当
金
の
増
減
明

細
の
ひ
な
形
は「
横
展
開
方
式
」と

な
っ
て
い
る
。

表
示
方
式
は
表
示
方
式
で
あ
っ

て
、
数
値
自
体
が
変
わ
る
も
の
で
は

な
い
の
だ
が
、
個
人
的
に
は
、
財
務

諸
表
に
つ
い
て
は「
右
方
式
」、
増
減

表
に
つ
い
て
は
年
金
資
産
・
負
債
は

「
縦
展
開
方
式
」で
、
そ
の
他
は「
横

展
開
方
式
」が
よ
い
と
思
っ
て
い
る
。

筆
者
の
根
拠
は
明
確
で
、「
慣
れ
て
い

る
か
ら
」で
あ
る
。

こ
の「
慣
れ
」は
厄
介
で
あ
る
。
理

論
と
は
ま
っ
た
く
か
け
離
れ
た
も
の

だ
か
ら
だ
。
ほ
と
ん
ど
の
人
間
が
、

見
慣
れ
な
い
も
の
に
違
和
感
を
覚
え

る
。
食
べ
物
に
な
る
と「
食
わ
ず
嫌

い
」と
い
う
言
葉
も
あ
る
ぐ
ら
い
で

あ
る
。
ま
た
、「
慣
れ
」は
人
に
よ
っ

て
違
う
こ
と
も
問
題
で
あ
る
。
米
国

人
と
日
本
人
の
そ
れ
は
違
っ
て
当
た

り
前
で
あ
る
。
会
計
処
理
の
話
で
あ

れ
ば
理
論
的
な
議
論
に
持
ち
込
め
る

の
で
あ
る
が
、
表
形
式
と
な
る
と
そ

う
は
い
か
な
い
。

こ
ん
な
こ
と
を
く
ど
く
ど
と
い
っ

て
い
る
と
、
会
計
は「
社
会
科
学
」で

は
な
い
の
か
と
い
わ
れ
そ
う
な
の

で
、
様
式
を
統
一
す
る
こ
と
な
ど
考

え
ず
、
な
る
よ
う
に
な
る
し
か
な
い

と
い
う
の
が
結
論
と
い
う
こ
と
に
し

て
お
く
。

長
谷
川　

茂
男（
中
央
大
学
専
門
職

大
学
院
特
任
教
授
）

グローバル会計
の視点

グローバル会計
の視点

慣　れ慣　れ

以
前
の
英
国
が
使
用
し
て
い
た「
縦

展
開
方
式
」が
一
般
的
で
あ
る
よ
う

だ
。
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
で
は
、
多
く
の
増

減
表（
有
形
固
定
資
産
、
無
形
資
産
、

の
れ
ん
、
引
当
金
、
レ
ベ
ル
３
の
測

定
対
象
、
年
金
資
産
・
負
債
な
ど
）

の
開
示
を
要
求
し
て
い
る
た
め
、
こ

の
表
形
式
の
違
い
が
目
立
つ
よ
う

に
な
っ
た
。
米
国
基
準
も
Ｉ
Ｆ
Ｒ

Ｓ
も
表
示
様
式
を
定
め
て
い
な
い
。

Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
の
任
意
適
用
が
開
始

さ
れ
、
金
融
庁
が
参
考
と
し
て
開

示
の
た
め
の
ひ
な
形
を
公
表
し
、

そ
の
な
か
の
増
減
表
は「
縦
展
開
方

式
」で
あ
っ
た
。
な
ぜ
な
ら
、
当
時

は
大
手
監
査
法
人
が
提
携
大
手
会

計
事
務
所
の
発
行
し
た
ひ
な
形（
縦

展
開
方
式
）の
翻
訳
版
を
公
表
し
て

お
り
、
金
融
庁
は
そ
れ
ら
を
基
礎

と
し
た
か
ら
で
あ
る
。
そ
の
た
め

か
、
こ
れ
ま
で
の
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
任
意

適
用
企
業
に
つ
い
て
は
、
一
部
の

企
業
の
引
当
金
の
増
減
表
を
除
い

て
ほ
と
ん
ど「
縦
展
開
方
式
」で
あ

る
。
米
国
基
準
と
同
様
に
、
日
本

基
準
の
開
示
で
は
増
減
表
を
要
求

財
務
諸
表
の
表
示
年
度
の
並
び
順

に
つ
い
て
は
、
米
国
・
欧
州
で
は
向

か
っ
て
左
が
新
し
い
年
度（
左
方
式
）

が
一
般
的
で
あ
る
。
一
方
、
日
本
基

準
で
は
、
有
価
証
券
報
告
書
に
含
ま

れ
る
財
務
諸
表
は
右
が
新
し
い
年
度

（
右
方
式
）と
な
っ
て
お
り
、
そ
れ
は

有
価
証
券
報
告
書
の
ひ
な
形
が「
右

方
式
」の
た
め
で
あ
る
。

で
は
、
米
国
基
準
や
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
で

は
な
ぜ「
左
方
式
」な
の
で
あ
ろ
う

か
。
調
べ
て
み
た
が
、
結
論
と
し

て
は
双
方
と
も
並
び
順
に
つ
い
て
の

ル
ー
ル
は
な
い
よ
う
だ
。
し
た
が
っ

て
、
こ
の
並
び
順
は
慣
行
な
の
だ
ろ

う
。
勘
定
の
次
に
、
最
初
に
当
年
度

を
み
た
い
と
い
う
意
識
が
働
い
て
い

る
の
か
も
し
れ
な
い
。
米
国
基
準
で

は
、
損
益
計
算
書
や
キ
ャ
ッ
シ
ュ･

フ
ロ
ー
計
算
書
は
通
常
は
３
年
分
掲

載
さ
れ
る
た
め
、
日
本
基
準
と
の
違

い
が
一
層
顕
著
に
な
る
。

ま
た
、
各
基
準
で
は
、
注
記
で
の

開
示
と
し
て
示
さ
れ
る
増
減
表
の
表

形
式
に
も
違
い
が
あ
る
。
縦
の
行
が

勘
定
名
、
横
の
行
が
期
首
・
変
動
項

目
名
・
期
末
で
あ
る
横
展
開
方
式
と
、

縦
の
行
が
期
首
・
変
動
項
目
名
・
期

末
で
あ
り
、
横
の
行
が
勘
定
名
で
あ

る
縦
展
開
方
式
と
が
あ
る
。

米
国
で
は
、
増
減
表
の
開
示
が
要

求
さ
れ
る
こ
と
が
あ
ま
り
な
く
、
繰

延
税
金
資
産
は「
横
展
開
方
式
」、
年

金
資
産
・
負
債
は「
縦
展
開
方
式
」が

多
い
と
感
じ
る
。
一
方
、
欧
州
で
は

Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
は「
Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ
と
Ｆ
Ａ
Ｓ

Ｂ
の
間
で
コ
ン
バ
ー
ジ
ェ
ン
ス
が
達

成
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
に
よ
り
生
じ

る
コ
ス
ト
の
影
響
も
分
析
に
含
め
る

べ
き
で
あ
る
」と
発
言
し
た
。
ま
た
、

「
コ
ン
バ
ー
ジ
ェ
ン
ス
が
達
成
さ
れ

て
い
な
い
こ
と
に
失
望
し
て
い
る
」

旨
を
伝
え
た
。

⑶　
開
示
に
関
す
る
取
組
み

重
要
性
の
適
用
に
関
す
る
ガ
イ
ダ

ン
ス
と
し
て
作
成
さ
れ
る
予
定
の
実

務
記
述
書
の
案
が
示
さ
れ
、
審
議
が

行
わ
れ
た
。
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
は「
文
書
を

よ
り
簡
潔
に
す
る
べ
き
で
あ
る
」、

「
特
定
の
例
示
を
追
加
す
る
こ
と
は

支
持
し
な
い
」と
発
言
し
た
。

の
れ
ん
の
償
却

Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
ス
タ
ッ
フ
は
こ
れ
ま
で

の
れ
ん
の
償
却
に
関
す
る
リ
サ
ー
チ

作
業
を
行
っ
て
き
た
が
、
今
回
そ
の

リ
サ
ー
チ
・
ペ
ー
パ
ー
の
案
が
示
さ

れ
た
。
こ
れ
に
は
、
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
が
実

施
し
た「
の
れ
ん
の
償
却
期
間
に
関

す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
」の
結
果
が
含
ま

れ
て
い
る
。
結
果
か
ら
は「
企
業
結

合
の
多
く
で
、
償
却
期
間
は
５
年
が

適
切
で
あ
る
と
見
積
ら
れ
て
い
る

が
、
大
規
模
な
企
業
結
合
で
は
20
年

な
ど
の
長
い
期
間
が
見
積
ら
れ
て
い

る
こ
と
」、「
の
れ
ん
の
償
却
期
間
の

設
定
方
法
に
つ
い
て
は
企
業
ご
と
に

見
解
が
異
な
る
こ
と
」が
わ
か
っ
た
。

国
際
会
計

確
定
給
付
制
度
の
資
産・
債
務
の

測
定
日
に
関
す
る
Ａ
Ｓ
Ｕ
、公
表

─
Ｆ
Ａ
Ｓ
Ｂ

去
る
４
月
15
日
、
Ｆ
Ａ
Ｓ
Ｂ
は
、

会
計
基
準
ア
ッ
プ
デ
ー
ト（
Ａ
Ｓ
Ｕ
）

２
０
１
５
―
04「
報
酬
―
退
職
給
付

（
ト
ピ
ッ
ク
715
）
―
従
業
員
の
確
定

給
付
債
務
と
制
度
資
産
の
測
定
日
の

実
務
上
の
簡
便
法
」を
発
行
し
た
。

経　
緯

本
Ａ
Ｓ
Ｕ
は
、
財
務
諸
表
利
用
者

に
提
供
さ
れ
る
情
報
の
有
用
性
を
維

持
ま
た
は
改
善
し
た
う
え
で
、
財
務

諸
表
作
成
者
の
費
用
の
削
減
と
複
雑

性
の
減
少
を
目
的
と
す
る「
単
純
化

の
た
め
の
改
訂
作
業
」の
一
部
と
し

て
発
行
さ
れ
た
。

概　
要

月
末
日
が
決
算
日
で
な
い
企
業
が

存
在
す
る（
例
：
12
月
28
日
）。
本
Ａ

Ｓ
Ｕ
は
、
そ
の
よ
う
な
企
業
に
、
す

べ
て
の
確
定
給
付
年
金
制
度
に
適
用

す
る
こ
と
を
条
件
と
し
て
、
決
算
日

で
は
な
く
決
算
日
に
最
も
近
い
月
末

日（
例
で
は
12
月
31
日
）に
確
定
給
付

制
度
の
資
産
と
債
務
を
測
定
し
、
そ

の
測
定
日
を
継
続
す
る
選
択
を
認
め

る
。
決
算
日（
例
で
は
12
月
28
日
）と

月
末
日（
例
で
は
12
月
31
日
）の
間
に

支
払
っ
た
拠
出
金
に
つ
い
て
は
、
月

末
日（
例
で
は
12
月
31
日
）の
確
定
給
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国
際
会
計

ク
ラ
ウ
ド・コ
ン
ピ
ュ
ー
テ
ィ
ン
グ

契
約
に
関
す
る
Ａ
Ｓ
Ｕ
、公
表

─
Ｆ
Ａ
Ｓ
Ｂ

金
　
　
融

ド
ル
高
と
米
Ｆ
Ｒ
Ｂ
の
利
上
げ

を
阻
む
壁

付
制
度
の
資
産
と
債
務
の
測
定
金
額

を
調
整
す
る
こ
と
に
な
る
。

こ
の
選
択
を
し
た
企
業
は
、
こ
の

会
計
方
針
の
選
択
と
確
定
給
付
制
度

の
資
産
と
債
務
の
測
定
日
と
し
て
使

用
し
た
月
末
日（
例
で
は
12
月
31
日
）

の
開
示
が
要
求
さ
れ
る
。

な
お
、
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
は
、
す
べ
て
の

企
業
に
、
決
算
日
で
確
定
給
付
制
度

の
資
産
と
債
務
を
測
定
す
る
こ
と
を

要
求
し
て
い
る
。

適
用
関
係

本
Ａ
Ｓ
Ｕ
は
、
２
０
１
５
年
12
月

16
日
以
降
開
始
す
る
期
中
期
間
と
年

度
か
ら
適
用
さ
れ
、
早
期
適
用
は
認

め
ら
れ
る
。
ま
た
、
将
来
に
向
け
て

適
用
さ
れ
る
。

去
る
４
月
15
日
、
Ｆ
Ａ
Ｓ
Ｂ
は
、

会
計
基
準
ア
ッ
プ
デ
ー
ト（
Ａ
Ｓ
Ｕ
）

２
０
１
５
―
05「
の
れ
ん
と
無
形
資

産
―
内
部
利
用
の
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア

（
サ
ブ
・
ト
ピ
ッ
ク
350
―
40
）
―
ク

ラ
ウ
ド
・
コ
ン
ピ
ュ
ー
テ
ィ
ン
グ
契

約
で
支
払
っ
た
報
酬
に
つ
い
て
の
顧

客
の
会
計
処
理
」を
公
表
し
た
。

経　
緯

本
Ａ
Ｓ
Ｕ
は
、
財
務
諸
表
利
用
者

に
提
供
さ
れ
る
情
報
の
有
用
性
を
維

持
ま
た
は
改
善
し
た
う
え
で
、
財
務

諸
表
作
成
者
の
費
用
の
削
減
と
複
雑

性
の
減
少
を
目
的
と
す
る「
単
純
化

の
た
め
の
改
訂
作
業
」の
一
部
と
し

て
発
行
さ
れ
た
。

概　
要

現
行
の
米
国
会
計
基
準
で
は
、
ク

ラ
ウ
ド
・
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
者
の
た
め

の
ガ
イ
ダ
ン
ス
が
あ
る
が
、
ク
ラ
ウ
ド
・

コ
ン
ピ
ュ
ー
テ
ィ
ン
グ
契
約
で
報
酬
を

整
合
的
に
会
計
処
理
す
る
。
ソ
フ
ト

ウ
ェア
・
ラ
イ
セ
ン
ス
を
含
ま
な
い
場
合

に
は
、
顧
客
は
サ
ー
ビ
ス
契
約
と
し
て

会
計
処
理
す
る
。
本
Ａ
Ｓ
Ｕ
の
ガ
イ
ダ

ン
ス
は
、
現
行
の
ソ
フ
ト
ウ
ェア
・
ラ
イ

セ
ン
ス
と
サ
ー
ビ
ス
契
約
の
顧
客
の
会

計
を
変
え
る
も
の
で
は
な
い
。

適
用
関
係

公
開
事
業
企
業
に
は
、
２
０
１
５

年
12
月
16
日
以
降
開
始
す
る
年
度
と

そ
の
年
度
の
期
中
期
間
か
ら
適
用
さ

れ
、
早
期
適
用
は
認
め
ら
れ
る
。

適
用
に
あ
た
っ
て
は
、「
適
用
日
後

に
締
結
す
る
契
約
ま
た
は
重
要
性
が

あ
る
修
正
を
し
た
契
約
に
つ
い
て
将

来
に
向
か
っ
て
適
用
す
る
方
法
」と

「
遡
及
適
用
す
る
方
法
」の
い
ず
れ
か

が
選
択
さ
れ
る
。

経理用語の豆知識
包括利益計算書における退職給付会計

数理計算上の差異の当期発生額および過去勤務費用の当
期発生額のうち、費用処理されない部分についてはその他の
包括利益に含めて計上され、その他の包括利益累計額に計
上されている未認識数理計算上の差異および未認識過去勤
務費用のうち、当期に費用処理された部分については、その
他の包括利益の調整（組替調整）を行う。また、当期に発生し
た未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用は税
効果を調整のうえ、その他の包括利益を通じて純資産の部に
計上される。
数理計算上の差異は連結貸借対照表では即時認識される

ため、原則として退職給付債務から年金資産時価評価を控除
した額が退職給付債務に係る負債として計上されるが、当期
発生の数理計算上の差異は、連結損益計算書においては翌
期以降に認識されることになり、連結貸借対照表と連結損益
計算書における計上金額の差異は、連結包括利益計算書上
でその他の包括利益として認識される。

支
払
っ
た
顧
客
の
会
計
処
理
に
つ
い
て

の
ガ
イ
ダ
ン
ス
は
な
い
。

ク
ラ
ウ
ド
・
コ
ン
ピ
ュ
ー
テ
ィ
ン
グ
契

約
の
例
は
、
サ
ー
ビ
ス
と
し
て
ソ
フ
ト

ウ
ェ
ア
、
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
、
基
盤

の
提
供
や
そ
の
他
の
類
似
の
ホ
ス
ト

契
約（
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
の
最
終
利
用
者

が
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
を
所
有
せ
ず
、
ソ
フ

ト
ウ
ェ
ア
の
ア
プ
リ
ケ
ー
シ
ョ
ン
は
提

供
者
の
ハ
ー
ド
ウ
ェ
ア
に
あ
り
、
必
要

に
応
じ
て
顧
客
は
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

な
ど
で
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
に
ア
ク
セ
ス
し
、

使
用
す
る
契
約
）が
含
ま
れ
る
。

本
Ａ
Ｓ
Ｕ
は
、ク
ラ
ウ
ド・コ
ン
ピ
ュ
ー

テ
ィ
ン
グ
契
約
が
ソ
フ
ト
ウ
ェア
・
ラ
イ

セ
ン
ス
を
含
む
か
ど
う
か
を
決
定
す

る
ガ
イ
ダ
ン
ス
を
提
供
し
て
い
る
。
ソ

フ
ト
ウ
ェ
ア
・
ラ
イ
セ
ン
ス
を
含
む
場

合
に
は
、
顧
客
は
契
約
の
な
か
の
ソ
フ

ト
ウ
ェア
・
ラ
イ
セ
ン
ス
の
要
素
を
、
そ

の
他
の
ソ
フ
ト
ウ
ェア
・
ラ
イ
セ
ン
ス
と

為
替
市
場
で
ド
ル
の
対
円
お
よ
び

対
ユ
ー
ロ
相
場
が
、
３
月
中
旬
以
降

伸
び
悩
み
と
な
っ
て
い
る
。
対
円
で

は
、
日
本
の
統
一
地
方
選
挙
終
了
ま

で
は
政
治
的
思
惑
か
ら
円
安
進
行
に

歯
止
め
が
か
か
る
と
す
る
市
場
の

予
想
や
、
２
年
９
カ
月
ぶ
り
に
２
、

２
９
３
億
円
の
黒
字
に
転
換
し
た
３

月
の
貿
易
収
支
な
ど
、
ド
ル
高
抑
制

要
因
が
あ
る
。

し
か
し
、
対
ユ
ー
ロ
に
つ
い
て
も

同
様
に
ド
ル
高
傾
向
に
歯
止
め
が
か

か
っ
て
い
る
状
況
を
み
る
と
、
ア
メ

リ
カ
国
内
の
要
因
も
考
え
る
必
要
が

あ
る
。
最
大
の
市
場
の
関
心
は
、
米

Ｆ
Ｒ
Ｂ（
連
邦
準
備
制
度
理
事
会
）に

よ
る
ア
メ
リ
カ
の
金
融
政
策
の
正
常

化
、
す
な
わ
ち
政
策
金
利
の
引
上
げ

で
あ
る
。

ア
メ
リ
カ
で
は
、
直
近
の
経
済
指

標
が
小
売
売
上
高
や
住
宅
着
工
件

数
な
ど
で
予
想
を
下
回
り
、
４
月

に
発
表
さ
れ
た
雇
用
統
計
も
、
非
農

業
部
門
の
雇
用
者
数
が
前
月
比
で

12
万
６
、０
０
０
人
と
、
事
前
の
市

場
予
想
の
半
分
で
あ
っ
た
。
こ
れ
ら

が
市
場
の
利
上
げ
時
期
の
予
想
を
６

月
時
点
の
想
定
か
ら
、
今
年
後
半
あ

る
い
は
年
明
け
に
遅
ら
せ
る
要
因
に

な
っ
て
い
る
。

た
だ
、
雇
用
統
計
は
季
節
要
因
な

ど
で
振
れ
が
大
き
く
な
る
う
え
に
、

原
油
価
格
の
下
落
が
ア
メ
リ
カ
国
内

の
シ
ェ
ー
ル
ガ
ス
減
産
に
与
え
る
影

響
や
、
西
海
岸
の
港
湾
労
働
者
の
ス

ト
ラ
イ
キ
の
影
響
が
不
透
明
な
だ
け

に
、
短
期
的
な
影
響
し
か
な
い
と
考

え
ら
れ
る
。

む
し
ろ
、
中
国
経
済
の
減
速
や
、

ユ
ー
ロ
圏
で
の
ギ
リ
シ
ャ
危
機
と

い
っ
た
海
外
要
因
が
影
響
し
て
い

る
と
み
る
べ
き
だ
ろ
う
。
中
国
で

は
、
金
融
緩
和
措
置
と
し
て
４
月
20

日
か
ら
預
金
準
備
率
を
引
き
下
げ
る
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フラッシュ

証
　
　
券

企
業
収
益
は
４
年
連
続
増
益
へ

この10日間に公表・公布された経理関係重要法規等
日　付 法　規　等 出　所 備　考 掲載号

2015年
4月15日

財務省令第46号
法人税法施行規則の一部を改正する
省令　等

財務省
法人税の申告書別表などの様式改正が行われたもの。別段の定め
があるものを除き、公布の日から施行。その他、地方法人税の申告
書等の改正を内容とする省令が公布されている。

―

2015年
4月15日「監査役会規則」（ひな型）

日本監査
役協会

平成26年の会社法改正および改正会社法に係る平成27年の法
務省令の改正に伴い、所要の整備が行われたもの。http://www.
kansa.or.jp/support/library/regulations/post-126.html

―

2015年
4月16日

会計制度委員会報告第14号「金融商品
会計に関する実務指針」及び「金融商
品会計に関するQ＆A」の改正につい
て

JICPA

「異なる商品間でのヘッジ取引」および「ロールオーバーを伴う取
引に関するヘッジ会計の適格性」に関する取扱いを明確化するも
の。公表日以後から適用されている。http://www.hp.jicpa.or.jp/
specialized_field/main/14_34.html

―

2015年
4月22日

自主規制・業務本部　平成27年審理
通達第2号「マイナンバー導入後の監
査人の留意事項」

JICPA
いわゆるマイナンバー導入後に監査人が監査証拠として特定個
人情報の提供を受ける際の留意事項をまとめたもの。http://
www.hp.jicpa.or.jp/specialized_field/main/27_11.html

―

2015年
4月23日

「持続的成長に向けた企業と投資家の
対話促進研究会」報告書

経済産業
省

企業と投資家の対話環境を形づくるさまざまな要素（企業情報開
示や監査、株主総会の日程や付議事項等）を総合的に検討し、全体
最適を図るための方策を提案するもの。http://www.meti.go.jp/
press/2015/04/20150423002/20150423002-1.pdf

―

お
詫
び
と
訂
正

２
０
１
５
年
５
月
１
日
号（
№

１
４
１
２
）目
次
お
よ
び
44
頁
の

表
題
に
誤
り
が
ご
ざ
い
ま
し
た
。

関
係
者
お
よ
び
読
者
の
皆
様
に
謹

ん
で
お
詫
び
申
し
上
げ
る
と
と
も

に
、
次
の
よ
う
に
訂
正
さ
せ
て
い

た
だ
き
ま
す
。

◆
訂
正
箇
所

（誤）　
イ
ン
サ
イ
ダ
ー
取
引
規
制
の

概
要
と
決
算
情
報
管
理

（正）　
イ
ン
サ
イ
ダ
ー
取
引
規
制
の

最
新
動
向
と
決
算
情
報
管
理

日
経
平
均
は
４
月
22
日
に
終
値
で

も
２
万
円
を
突
破
し
た
。
15
年
振
り

の
高
値
で
あ
る
。
ザ
ラ
バ
で
の
２
万

円
達
成
か
ら
10
日
ほ
ど
か
か
っ
た
の

は
、
警
戒
感
が
高
ま
っ
て
い
た
か
ら

だ
ろ
う
。
一
進
一
退
を
続
け
る
ア
メ

リ
カ
株
価
が
ネ
ガ
テ
ィ
ブ
な
影
響
を

及
ぼ
し
た
か
も
し
れ
な
い
。
終
値
で

の
大
台
突
入
を
後
押
し
し
た
の
は
、

こ
れ
か
ら
本
格
化
す
る
３
月
期
決
算

が
予
想
以
上
に
良
好
だ
と
い
う
感
触

に
よ
る
も
の
だ
ろ
う
。
海
外
ビ
ジ
ネ

ス
の
好
調
、
円
安
効
果
な
ど
が
寄
与

し
た
製
造
業
で
は
上
方
修
正
す
る
企

業
が
増
加
し
て
い
る
。

製
造
業
が
全
産
業
ベ
ー
ス
の
収
益

を
押
し
上
げ
、株
価
が
上
昇
し
て
も
、

株
価
収
益
率
の
上
昇
は
緩
や
か
と
い

う
好
循
環
で
あ
る
。
２
０
１
４
年
度

は
消
費
税
率
引
上
げ
が
響
き
、
実
質

Ｇ
Ｄ
Ｐ
は
５
年
振
り
の
マ
イ
ナ
ス
に

な
る
こ
と
が
確
実
だ
が
、
企
業
収
益

は
２
０
１
２
年
度
か
ら
３
年
連
続
し

て
増
益
と
な
る
。
マ
イ
ナ
ス
成
長
で

の
増
益
は
初
め
て
で
あ
る
。

始
ま
っ
た
ば
か
り
の
２
０
１
５
年

度
も
こ
れ
ま
で
増
益
が
予
想
さ
れ
て

き
て
お
り
、
現
在
の
株
価
は
４
年
連

続
増
益
と
い
う
見
通
し
の
も
と
に
形

成
さ
れ
て
い
る
。
そ
し
て
、
４
年
連

続
増
益
と
い
う
企
業
収
益
は
、
過
去

の
実
績
と
比
較
し
て
も
決
し
て
見
劣

り
す
る
も
の
で
は
な
く
、
株
価
上
昇

が
続
い
て
も
当
然
で
あ
る
。
今
後
の

焦
点
は
、
２
０
１
５
年
度
の
企
業
収

益
が
ど
う
推
移
す
る
か
だ
ろ
う
。
こ

の
点
に
つ
い
て
は
、
ま
ず
企
業
が

２
０
１
４
年
度
決
算
の
実
績
と
同
時

に
発
表
す
る
２
０
１
５
年
度
の
収
益

見
通
し
が
注
目
さ
れ
る
。
こ
れ
ま
で

企
業
や
ア
ナ
リ
ス
ト
が
公
表
し
て

き
た
見
通
し
の
修
正
に
当
た
る
も

の
で
、
こ
れ
か
ら
の
株
価
形
成
の

ベ
ー
ス
に
な
る
。
こ
れ
ま
で
の
と

こ
ろ
、
全
産
業
ベ
ー
ス
の
経
常
利

益
は
２
０
１
４
年
度
が
１
桁
後
半
、

２
０
１
５
年
度
が
２
桁
に
乗
る
程
度

の
増
益
だ
ろ
う
と
予
想
さ
れ
て
き

た
。２

０
１
５
年
度
の
増
益
率
が
高
ま

る
の
は
、
海
外
要
因
で
伸
び
て
き
た

製
造
業
の
主
力
が
引
き
続
き
増
益
を

確
保
で
き
る
こ
と
に
加
え
、
内
需
型

の
産
業
で
の
消
費
増
税
の
影
響
が
一

巡
し
、
収
益
を
回
復
さ
せ
る
と
見
込

ま
れ
る
か
ら
で
あ
る
。
こ
の
構
図
は

さ
ら
に
強
化
さ
れ
、
決
算
発
表
時
点

で
の
２
０
１
５
年
度
予
想
は
上
方
修

正
さ
れ
よ
う
。
こ
の
予
想
が
こ
れ
か

ら
の
内
外
情
勢
の
展
開
に
よ
っ
て
、

ど
う
変
わ
っ
て
い
く
か
。
ア
メ
リ
カ

の
利
上
げ
の
行
方
、
中
国
経
済
の
減

速
、
Ｅ
Ｕ
の
金
融
情
勢
、
そ
し
て
国

際
政
治
の
動
向
な
ど
、
予
想
さ
れ
る

問
題
を
見
守
っ
て
い
く
こ
と
に
な

る
。

ほ
か
、
21
日
に
は
国
有
企
業
が
発
行

し
た
社
債
が
初
め
て
デ
フ
ォ
ル
ト
状

態
に
な
っ
た
こ
と
が
判
明
す
る
な

ど
、
経
済
の
悪
化
を
示
す
事
例
が
多

く
な
っ
て
い
る
。
ギ
リ
シ
ャ
で
も
３

年
物
国
債
の
利
回
り
が
３
年
振
り
に

30
％
台
ま
で
急
上
昇
す
る
な
ど
、
市

場
の
リ
ス
ク
が
高
ま
る
状
況
に
な
っ

て
い
る
。

こ
う
し
た
な
か
、
ハ
イ
イ
ー
ル
ド

債
市
場
へ
の
影
響
な
ど
、
ア
メ
リ
カ

が
利
上
げ
に
踏
み
切
っ
た
場
合
の
世

界
の
各
市
場
へ
の
影
響
は
、
ま
す
ま

す
読
み
づ
ら
く
な
り
つ
つ
あ
る
。

米
Ｆ
Ｒ
Ｂ
は
日
欧
の
金
融
緩
和
措

置
が
続
く
う
ち
に
、
国
内
で
の
金
融

政
策
の
正
常
化
を
図
り
た
い
は
ず

だ
。
し
か
し
、
そ
の
行
く
手
を
阻
む

壁
が
大
き
く
な
り
つ
つ
あ
る
。


